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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期
第３四半期
連結累計期間

第80期
第３四半期
連結累計期間

第79期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年12月31日

自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上収益
(百万円)

 1,035,509  1,074,405 1,378,255

（第３四半期連結会計期間） ( 375,033) ( 378,192)  

税引前四半期（当期）利益 (百万円)  35,152  58,439 33,804

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 (百万円)
 38,684  41,501 33,048

（第３四半期連結会計期間） ( 27,815) ( 15,794)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
(百万円)  53,249  44,984 70,212

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円)  534,951  575,243 552,271

総資産額 (百万円)  1,822,206  1,765,508 1,741,814

基本的１株当たり四半期（当期）

利益 (円)
 133.35  142.79 113.92

（第３四半期連結会計期間） ( 95.88) ( 54.33)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益
(円)  126.73  135.61 108.44

親会社所有者帰属持分比率 (％)  29.4  32.6 31.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円)  101,296  85,235 151,043

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円)  △55,111  △19,589 △54,151

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円)  29,548  △66,981 △93,425

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(百万円)  180,946  111,226 111,061

（注）当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項に記載した将来や想定に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、ワクチン

接種の普及等により昨年９月頃から感染者数の減少が続き、段階的な経済活動再開による持ち直しの動きが見られ

たものの、足元では新たな変異株による世界的な感染再拡大の懸念が広がっており、先行きは依然として不透明な

状況が続いております。住宅投資に関しては、新設住宅着工戸数は昨年３月以降10か月連続にわたり引き続き前年

同期比で増加をみせており、持家及び貸家を中心に持ち直しの傾向がみられるものの、海外からの資材・部品の調

達難による工期延長や物件引き渡しの時期の遅れなどの影響が懸念されております。

世界経済に関しては、ワクチン接種の進展に伴い全般的には回復傾向にありますが、国内と同様に変異株による

感染再拡大の懸念に加え、資源・エネルギー価格の高騰や海運等を中心とした物流の混乱、及びこれらに伴う資材

等の価格高騰や調達リスクの増大、半導体に代表される電子部品の供給不安、中国経済の成長鈍化、米中対立を軸

とする地政学的リスクなどが継続、顕在化しており、先行きは一段と不透明感を増しております。

 

このような環境のもと、当第３四半期連結累計期間の売上収益は１兆744億５百万円（前年同四半期比3.8％増）

と増収となりました。また、利益面においては、事業利益は617億51百万円（前年同四半期比36.6％増）、営業利

益は599億53百万円（前年同四半期比61.3％増）、税引前四半期利益は584億39百万円（前年同四半期比66.2％増）

となり、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が最も顕著であった前年同四半期に比して増益となりました。

一方で、子会社の売却に伴い前年同四半期に計上した非継続事業からの四半期利益がなくなったこともあり、非

支配持分を控除した親会社の所有者に帰属する四半期利益は415億１百万円（前年同四半期比7.3％増）となりまし

た。

 

売上収益については前年同四半期比で3.8％増の１兆744億５百万円となりました。

国内事業の売上収益は、前連結会計年度に実施した子会社売却の影響などにより前年同四半期比２％減と若干の

減収となりましたが、衛生面に対する関心の高まりや好調なリフォーム需要を背景に、非接触化や快適性を向上さ

せる商品が引き続き堅調であったことから、売却の影響を差し引いた実質ベースでは１％の増収となっておりま

す。また、リフォーム商材の売上構成比率は前年同期比で2.7ポイント増加し、40％まで上昇いたしました。水ま

わり商品を手がけるウォーターテクノロジー事業は、タッチレス水栓やタッチレス水栓を標準搭載したキッチンや

洗面化粧台などの需要が引き続き好調に推移した結果、４％の増収となりました。一方で、住宅建材商品を展開す

るハウジングテクノロジー事業は前述の子会社売却影響を除くと２％の増収となりましたが、「ニューノーマル」

への対応と在宅時間が増えたことを背景とするリフォーム商材が引き続き好調で、特にリフォーム用ドア「リシェ

ント」の売上は前年同四半期比で16％の増加、リフォーム用樹脂内窓「インプラス」は22％の増加となりました。

また、「スマート宅配ポスト」は52％の増加となりました。

海外事業の売上収益は、ウォーターテクノロジー事業の欧米地域がけん引役となり、前年同四半期比20％の増収

となりました。地域別にみますと、米国地域では全販売チャネルで好調でしたが特に卸向けが堅調であり、上半期

に引き続き新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の水準を上回って伸長し、対前年同四半期比で15％の増加とな

りました。欧州・中東・アフリカ地域においても、同様に全販売チャネルと全商品カテゴリーで好調に推移し、前

年同四半期比19％の増加となりました。中国地域ではビジネス構造の改革を推進しておりますが、小売り及びeコ

マースの販売チャネルにおけるGROHEブランド商品の売上が好調であり、前年同四半期比２％の増加で推移いたし

ました。一方、アジア太平洋地域は新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響によりベトナムやタイなどの一部地

域では生産活動が制限される場面もありましたが、地域全体としては経済活動の回復が進展し、前年同四半期比で

19％の増加となりました。
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事業利益については、引き続き資材価格や輸送費の高騰、感染再拡大による部品調達難などの悪化要素があった

ものの、ウォーターテクノロジー事業における欧米市場を中心とした旺盛な需要に加え、国内外における販売価格

の見直しや販管費の削減に努めた結果、前年同四半期比36.6％増の617億51百万円と増益となりました。その結

果、事業利益率は前年同期比で1.4ポイント改善して5.7％に上昇、売上総利益率は1.0ポイント改善して34.8％に

上昇いたしました。また、販管費比率は0.4ポイント改善しております。

 

（注）１．「事業利益」は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。

２．「国内事業」「海外事業」については、当社グループの連結業績管理にて定義しているマネジメント

ベースの区分を使用しており、所在国による区分とは一部異なります。具体的には、ウォーターテク

ノロジー事業及びハウジングテクノロジー事業において、国内で管轄している一部の海外子会社を

「国内事業」に含めております。

３．「海外事業」における地域別売上収益の前年同四半期比率の算出にあたっては現地通貨ベースで増減

比較を実施しており、為替変動による影響は含まれておりません。また、増減比較の基礎となる地域

別売上収益はセグメント間及び地域間取引の消去前で算出しております。

 

上記のとおり、当第３四半期連結累計期間は引き続き厳しい事業環境の中で、一部事業において部品調達難や物

流ひっ迫の影響を受けたものの、欧米地域の好調な売上に支えられ、アジア太平洋地域においても経済活動の回復

が進展したことなどにより増収増益となりました。一方、足元においては資材価格の更なる上昇に加え、特に国内

において様々な部品の供給問題に対応したことでコスト増の傾向にあります。しかしながら、従来より進めてきた

サプライチェーンの安定化、デジタル化の推進や構造改革などの施策により、こうした問題にも機動的に対応する

ことができております。このような厳しい事業環境の中、逆境を勝ち抜くために、当社グループは明確な経営方針

のもとで環境の変化に柔軟に対応できる体制を強化しつつ、強固な基盤を構築してまいりました。

また、持続的な成長の実現に向けて、当社グループでは収益性を高め、サプライチェーンを強化し、変化に対応

する機動力とレジリエンスの向上に取り組んでおります。加えて、事業活動と商品・サービスを通じた気候変動へ

のより一層の対応が求められる中、これを事業機会として捉え、気候変動の緩和に向けた貢献につなげてまいりま

す。特に国内においては、約90％の既存住宅が現行の省エネ基準を満たしておらず、高性能窓などの商品やサービ

スを提供することにより、住宅の断熱性を高め、省エネ化を推進するという重要な役割を果たすことができます。

さらに、アルミや樹脂サッシのリサイクルの推進や、リサイクル素材を活用した商品開発により、資源の持続可能

な利用を追求してまいります。当社グループは、「世界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現」に向けて、

差別化された商品やサービスの提供を通じて持続的な成長を達成し、ステークホルダーの皆様に長期的な価値を提

供してまいります。

 

資本の財源及び資金の流動性については、次のとおりであります。

当社グループは、健全な財政状態を維持しつつ、事業活動に必要な資金を安定的かつ機動的に確保すべく、営業

活動によるキャッシュ・フローの創出や幅広い調達手段の実現に努めております。手元流動性に関しては、非常時

の決済資金相当額を常に維持することを基本とし、財務柔軟性を確保するため、銀行などの金融機関からの借入や

社債の発行に加え、コマーシャル・ペーパー発行枠及びコミットメントラインの確保、受取手形・債権の流動化と

いった取り組みを通じて、調達手段の多様化を図っております。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い経営環境が急激に悪化した際のリスクに備えて、上記の基本

方針とは別に短期資金の調達枠を設定しております。また、当社グループ内においても設備投資案件の優先順位付

け、在庫管理の徹底、販管費の縮減方策などを通じてさらなる手元流動性の確保に努めております。
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セグメント別の概況は次のとおりであります。

 

[ウォーターテクノロジー事業］

ウォーターテクノロジー事業においては、国内、海外ともに前年同四半期における新型コロナウイルス感染症拡

大の影響に伴う需要減少から回復をみせており、海外事業、特に北米地域、欧州・中東・アフリカ地域の旺盛な需

要に支えられ売上収益は6,471億97百万円（前年同四半期比12.1％増）、事業利益は売上収益の増加に伴う粗利増

に加え、国内におけるリフォーム商品や中高級価格帯商品の売上構成比率の上昇効果、販売価格の見直しなどもあ

り645億22百万円（前年同四半期比39.1％増）と増収増益となりました。

 

[ハウジングテクノロジー事業]

ハウジングテクノロジー事業においては、「ニューノーマル」への意識の高まり、及び在宅時間が増えたことに

よる消費者心理の変化などを背景にリフォーム需要が堅調に推移しているものの、前連結会計年度における子会社

売却の影響などもあり売上収益は3,544億15百万円（前年同四半期比3.2％減）と減収となりました。一方で、事業

利益は資材価格の上昇によるさらなるコスト増があったものの、引き続き体質強化施策の進捗、販売価格の見直

し、生産効率の向上などの改革推進効果により収益性の改善がみられ290億54百万円（前年同四半期比11.9％増）

と増益となりました。

 

[ビルディングテクノロジー事業]

ビルディングテクノロジー事業においては、大型物件を中心とした工程の見直しに伴う建材供給時期の遅れなど

から売上収益は657億17百万円（前年同四半期比7.2％減）と減収となりましたが、事業利益は体質強化への継続的

な取り組み及び生産性向上施策の進展などにより利益率の改善に努めた結果19億60百万円（前年同四半期比1.5

倍）と増益となりました。

 

[住宅・サービス事業等]

住宅・サービス事業等においては、前連結会計年度における子会社売却の影響が大きく売上収益は227億６百万

円（前年同四半期比38.4％減）、事業利益は販管費の抑制に努めたものの子会社売却影響に加え資材価格の高騰も

あり５億45百万円の事業損失（前年同四半期は19億42百万円の事業利益）と減収減益となりました。

 

なお、セグメント別の売上収益はセグメント間取引消去前であり、事業損益は全社費用控除前であります。
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(2) 財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて236億94百万円増加の１兆7,655億８百万円

となりました。流動資産は、季節的要因による営業債権及びその他の債権の増加や棚卸資産の変動による影響など

により、前連結会計年度末に比べて621億15百万円増加の6,998億88百万円となりました。一方、非流動資産は、主

に設備投資額の抑制や遊休資産の売却などによる減少に加えて、上場株式の売却に伴うその他の金融資産の減少な

どにより、前連結会計年度末に比べて384億21百万円減少の１兆656億20百万円となりました。

また、資本は5,776億55百万円、親会社所有者帰属持分比率は32.6％（前連結会計年度末比0.9ポイント改善）で

あります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。なお、金額は非継続事

業を含むキャッシュ・フローの合計額であります。

 

営業活動によるキャッシュ・フローは、852億35百万円の資金増加となりました。前年同四半期に比べて160億61

百万円の減少となり、この主な要因は、継続事業からの税引前四半期利益の増加があったものの、棚卸資産や営業

債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務などの運転資本の変動に加え、前連結会計年度における子会社

の売却による資金減少があったことなどによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産及び無形資産の取得による支出や、有形固定資産の処分に

よる収入があったことなどから195億89百万円の資金減少となりました。前年同四半期に比べて355億22百万円の資

金増加であり、主に設備投資の抑制やプラットフォーム化による投資効率の向上に加えて、上場株式の売却に伴う

収入があったことなどによるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金やリース負債の支払のほか、有利子負債の調達と返済を機動的に

行ったことなどから669億81百万円の資金減少となりました。前年同四半期に比べて965億29百万円の資金減少であ

り、これは前年同四半期において社債の新規発行や長期資金の借換え、及びコロナ禍における手元流動性確保のた

めの短期資金の調達を行ったことなどによるものであります。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、換算差額による影響などを含めると、前

連結会計年度末に比べて１億65百万円増加の1,112億26百万円であります。

 

(4) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針及び経営環境に重要な変更はありませ

ん。また、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題についても重要な変更はありません。

なお、株式会社の支配に関する基本方針は、次のとおりであります。

当社では、多数の株主に株式を中長期で保有していただくことが望ましいと考え、業績を向上し企業価値を高め

て、株主の支持をいただけるような施策を打ってまいります。よって、敵対的買収防衛策については、特に定めて

おりません。

 

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、16,887百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,300,000,000

計 1,300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2022年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 313,319,159 313,319,159

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 313,319,159 313,319,159 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年10月１日～

2021年12月31日
－ 313,319 － 68,417 － 12,478

（注）表中の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 22,617,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 289,982,000 2,899,820 －

単元未満株式 普通株式 719,459 － －

発行済株式総数  313,319,159 － －

総株主の議決権  － 2,899,820 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権の数６個）含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

     2021年12月31日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＬＩＸＩＬ
東京都江東区大島

二丁目１番１号
22,616,200 － 22,616,200 7.22

日本モザイクタイル

株式会社

愛知県常滑市字椎

田口５１番地
－ 1,500 1,500 0.00

計 － 22,616,200 1,500 22,617,700 7.22

（注）１．日本モザイクタイル株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会（ＬＩＸＩＬ取引先持株会　東

京都江東区大島二丁目１番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式1,500株を所有しておりま

す。

２．当第３四半期会計期間末現在において、当社が保有する自己株式数は22,578,171株であります。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以

下「IAS第34号」）に準拠して作成しております。

なお、要約四半期連結財務諸表の金額については、百万円未満を四捨五入して表示しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  111,061 111,226

営業債権及びその他の債権  284,369 303,038

棚卸資産  180,417 216,629

契約資産  17,650 25,562

未収法人所得税等  9,776 1,370

その他の金融資産  13,880 20,436

その他の流動資産  19,262 19,853

小計  636,415 698,114

売却目的で保有する資産 ５ 1,358 1,774

流動資産合計  637,773 699,888

    

非流動資産    

有形固定資産 ６ 402,669 391,376

使用権資産  62,417 54,229

のれん及びその他の無形資産  453,456 451,476

投資不動産  4,931 4,730

持分法で会計処理されている投資  10,871 10,338

その他の金融資産  83,080 62,637

繰延税金資産  77,939 81,712

その他の非流動資産  8,678 9,122

非流動資産合計  1,104,041 1,065,620

    

資産合計  1,741,814 1,765,508
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   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  299,363 321,835

社債及び借入金 ７ 164,204 164,893

リース負債  17,339 16,260

契約負債  9,738 12,057

未払法人所得税等  5,220 12,504

その他の金融負債  5,408 4,845

引当金  1,313 731

その他の流動負債  84,343 89,466

小計  586,928 622,591

売却目的で保有する資産に直接関連する負債 ５ － 227

流動負債合計  586,928 622,818

    

非流動負債    

社債及び借入金 ７ 366,923 336,284

リース負債  47,039 39,108

その他の金融負債  25,757 27,287

退職給付に係る負債  80,939 81,977

引当金  7,860 8,484

繰延税金負債  56,468 56,756

その他の非流動負債  15,133 15,139

非流動負債合計  600,119 565,035

負債合計  1,187,047 1,187,853

    

資本    

資本金  68,418 68,418

資本剰余金  278,240 278,633

自己株式  (48,610) (47,536)

その他の資本の構成要素  20,415 22,066

利益剰余金  233,808 253,662

親会社の所有者に帰属する持分  552,271 575,243

非支配持分  2,496 2,412

資本合計  554,767 577,655

    

負債及び資本合計  1,741,814 1,765,508
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（２）【要約四半期連結純損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結純損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

継続事業    

売上収益 ９ 1,035,509 1,074,405

売上原価  (685,588) (701,014)

売上総利益  349,921 373,391

    

販売費及び一般管理費  (304,701) (311,640)

その他の収益 10 4,724 5,512

その他の費用 10 (12,784) (7,310)

営業利益  37,160 59,953

    

金融収益 11 4,749 3,774

金融費用 11 (6,666) (4,810)

持分法による投資損失  (91) (478)

継続事業からの税引前四半期利益  35,152 58,439

法人所得税費用  (14,153) (16,608)

継続事業からの四半期利益  20,999 41,831

    

非継続事業    

非継続事業からの四半期利益（損失） 16 22,337 (200)

    

四半期利益  43,336 41,631

    

四半期利益（損失）の帰属    

親会社の所有者    

継続事業  20,881 41,701

非継続事業  17,803 (200)

合計  38,684 41,501

    

非支配持分    

継続事業  118 130

非継続事業  4,534 －

合計  4,652 130

    

四半期利益  43,336 41,631
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   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

１株当たり四半期利益（円）    

基本的１株当たり四半期利益（損失）    

継続事業 12 71.98 143.48

非継続事業 12 61.37 (0.69)

合計 12 133.35 142.79

    

希薄化後１株当たり四半期利益（損失）    

継続事業 12 68.57 136.26

非継続事業 12 58.16 (0.65)

合計 12 126.73 135.61

    
 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬ(E01317)

四半期報告書

14/51



【第３四半期連結会計期間】

 

 

   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

継続事業    

売上収益  375,033 378,192

売上原価  (242,783) (249,005)

売上総利益  132,250 129,187

    

販売費及び一般管理費  (102,401) (104,707)

その他の収益  2,229 700

その他の費用  (6,894) (2,388)

営業利益  25,184 22,792

    

金融収益  2,814 1,140

金融費用  (3,534) (1,108)

持分法による投資利益  10 22

継続事業からの税引前四半期利益  24,474 22,846

法人所得税費用  (9,783) (6,986)

継続事業からの四半期利益  14,691 15,860

    

非継続事業    

非継続事業からの四半期利益（損失）  14,005 (9)

    

四半期利益  28,696 15,851

    

四半期利益（損失）の帰属    

親会社の所有者    

継続事業  14,598 15,803

非継続事業  13,217 (9)

合計  27,815 15,794

    

非支配持分    

継続事業  93 57

非継続事業  788 －

合計  881 57

    

四半期利益  28,696 15,851

    

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬ(E01317)

四半期報告書

15/51



 

   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

１株当たり四半期利益（円）    

基本的１株当たり四半期利益（損失）    

継続事業 12 50.32 54.37

非継続事業 12 45.56 (0.04)

合計 12 95.88 54.33

    

希薄化後１株当たり四半期利益（損失）    

継続事業 12 47.80 51.62

非継続事業 12 43.18 (0.03)

合計 12 90.98 51.59
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期利益  43,336 41,631

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて測定する資本性金

融商品の公正価値の純変動
 6,824 (2,305)

確定給付制度の再測定  603 －

純損益に振り替えられることのない項目合計  7,427 (2,305)

    

純損益にその後振り替えられる可能性のある項

目
   

在外営業活動体の換算差額  3,668 6,403

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の変

動額の有効部分
 3,514 (662)

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
 (1) 17

純損益にその後振り替えられる可能性のある

項目合計
 7,181 5,758

    

税引後その他の包括利益  14,608 3,453

    

四半期包括利益  57,944 45,084

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  53,249 44,984

非支配持分  4,695 100

四半期包括利益  57,944 45,084
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【第３四半期連結会計期間】

 

   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

四半期利益  28,696 15,851

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて測定する資本性金

融商品の公正価値の純変動
 2,980 (3,546)

確定給付制度の再測定  1,211 －

純損益に振り替えられることのない項目合計  4,191 (3,546)

    

純損益にその後振り替えられる可能性のある項

目
   

在外営業活動体の換算差額  3,604 7,566

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の変

動額の有効部分
 994 528

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
 (0) －

純損益にその後振り替えられる可能性のある

項目合計
 4,598 8,094

    

税引後その他の包括利益  8,789 4,548

    

四半期包括利益  37,485 20,399

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  36,579 20,233

非支配持分  906 166

四半期包括利益  37,485 20,399
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

       （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

 

その他の包括利益
を通じて測定する
資本性金融商品の
公正価値の純変動

確定給付
制度の
再測定

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・フ
ロー・ヘッジの公
正価値の変動額の
有効部分

2020年４月１日　残高  68,418 278,120 (48,870) 6,256 － (23,757) (2,686)

四半期利益  － － － － － － －

その他の包括利益  － － － 6,824 603 7,620 3,408

四半期包括利益  － － － 6,824 603 7,620 3,408

自己株式の取得  － － (9) － － － －

自己株式の処分  － (0) 0 － － － －

株式に基づく報酬取引  － 38 － － － － －

配当金 ８ － － － － － － －

売却目的保有に分類される非

流動資産又は処分グループへ

の振替

 － － － (162) － － (10)

関係会社に対する持分変動  － (58) － － － － －

子会社の支配喪失に伴う変動  － － － － － － －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 － － － － (603) － －

所有者との取引額等合計  － (20) (9) (162) (603) － (10)

2020年12月31日　残高  68,418 278,100 (48,879) 12,918 － (16,137) 712

 

       （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

 その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計
 

売却目的保有に分類され
る非流動資産又は処分グ

ループ
その他 合計

2020年４月１日　残高  3,879 3,599 (12,709) 217,206 502,165 32,972 535,137

四半期利益  － － － 38,684 38,684 4,652 43,336

その他の包括利益  (3,889) (1) 14,565 － 14,565 43 14,608

四半期包括利益  (3,889) (1) 14,565 38,684 53,249 4,695 57,944

自己株式の取得  － － － － (9) － (9)

自己株式の処分  － － － － 0 － 0

株式に基づく報酬取引  － (1,127) (1,127) 1,000 (89) － (89)

配当金 ８ － － － (20,307) (20,307) (518) (20,825)

売却目的保有に分類される非

流動資産又は処分グループへ

の振替

 172 － － － － － －

関係会社に対する持分変動  － － － － (58) (5) (63)

子会社の支配喪失に伴う変動  － － － － － (34,507) (34,507)

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 － － (603) 603 － － －

所有者との取引額等合計  172 (1,127) (1,730) (18,704) (20,463) (35,030) (55,493)

2020年12月31日　残高  162 2,471 126 237,186 534,951 2,637 537,588
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当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

       （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

 

その他の包括利益
を通じて測定する
資本性金融商品の
公正価値の純変動

確定給付
制度の
再測定

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・フ
ロー・ヘッジの公
正価値の変動額の
有効部分

2021年４月１日　残高  68,418 278,240 (48,610) 16,558 － 372 1,071

四半期利益  － － － － － － －

その他の包括利益  － － － (2,305) － 6,433 (662)

四半期包括利益  － － － (2,305) － 6,433 (662)

自己株式の取得  － － (23) － － － －

自己株式の処分  － 1 2 － － － －

株式に基づく報酬取引  － 574 1,095 － － － －

配当金 ８ － － － － － － －

売却目的保有に分類される非

流動資産又は処分グループへ

の振替

 － － － － － － －

支配が継続している子会社に

対する持分変動
 － (182) － － － － －

子会社の支配喪失に伴う変動  － － － － － － －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 － － － (1,031) － － －

所有者との取引額等合計  － 393 1,074 (1,031) － － －

2021年12月31日　残高  68,418 278,633 (47,536) 13,222 － 6,805 409

 

       （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

 その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計
 

売却目的保有に分類され
る非流動資産又は処分グ

ループ
その他 合計

2021年４月１日　残高  － 2,414 20,415 233,808 552,271 2,496 554,767

四半期利益  － － － 41,501 41,501 130 41,631

その他の包括利益  － 17 3,483 － 3,483 (30) 3,453

四半期包括利益  － 17 3,483 41,501 44,984 100 45,084

自己株式の取得  － － － － (23) － (23)

自己株式の処分  － － － － 3 － 3

株式に基づく報酬取引  － (801) (801) 559 1,427 － 1,427

配当金 ８ － － － (23,237) (23,237) － (23,237)

売却目的保有に分類される非

流動資産又は処分グループへ

の振替

 － － － － － － －

支配が継続している子会社に

対する持分変動
 － － － － (182) (184) (366)

子会社の支配喪失に伴う変動  － － － － － － －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 － － (1,031) 1,031 － － －

所有者との取引額等合計  － (801) (1,832) (21,647) (22,012) (184) (22,196)

2021年12月31日　残高  － 1,630 22,066 253,662 575,243 2,412 577,655
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

継続事業からの税引前四半期利益  35,152 58,439

非継続事業からの税引前四半期利益（損失） 16 27,078 (289)

税引前四半期利益  62,230 58,150

    

減価償却費及び償却費  64,891 60,403

減損損失  3,130 1,755

売却目的で保有する処分グループを売却コスト

控除後の公正価値で測定したことにより認識し

た損失

 5,405 －

受取利息及び受取配当金  (2,423) (2,792)

支払利息  4,266 3,352

持分法による投資損益（益）  91 478

子会社売却益 16 (16,494) －

有形固定資産処分損益（益）  927 748

営業債権及びその他の債権の増減額（増加）  (5,578) (17,145)

棚卸資産の増減額（増加）  9,291 (34,380)

営業債務及びその他の債務の増減額（減少）  (9,080) 21,583

退職給付に係る負債の増減額（減少）  7,705 749

その他  1,864 (3,563)

小計  126,225 89,338

利息の受取額  892 1,165

配当金の受取額  1,541 1,758

利息の支払額  (3,904) (2,948)

法人所得税等の支払額  (23,458) (4,078)

営業活動によるキャッシュ・フロー  101,296 85,235
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   （単位：百万円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の増減額（増加）  (1,612) 140

有形固定資産の取得による支出  (42,825) (23,835)

有形固定資産の処分による収入  499 4,023

無形資産の取得による支出  (9,406) (7,597)

子会社の売却による支出 16 (50,048) －

子会社の売却による収入 16 50,345 －

短期貸付金の増減額（増加）  181 (346)

投資の取得による支出  (123,268) (50,119)

投資の売却及び償還による収入  123,043 58,320

その他  (2,020) (175)

投資活動によるキャッシュ・フロー  (55,111) (19,589)

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 ８ (20,307) (23,237)

非支配持分への配当金の支払額  (518) －

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減

額（減少）
 19,071 3,644

長期借入金の調達による収入  68,556 9,814

長期借入金の返済による支出  (49,538) (33,778)

社債の発行による収入 ７ 49,775 －

社債の償還による支出 ７ (10,000) (10,000)

リース負債の支払額  (27,332) (14,496)

その他  (159) 1,072

財務活動によるキャッシュ・フロー  29,548 (66,981)

    

現金及び現金同等物の増減額（減少）  75,733 (1,335)

現金及び現金同等物の期首残高  95,862 111,061

現金及び現金同等物に係る換算差額  1,306 1,500

売却目的保有資産に含まれる現金及び現金同等物

の増減額
 8,045 (0)

現金及び現金同等物の四半期末残高  180,946 111,226
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ＬＩＸＩＬ（以下「当社」）は、日本に所在する株式会社であります。当社の要約四半期連結財務諸表は、

当社及び子会社（以下「当社グループ」）、並びにその関連会社に対する持分により構成されております。当社グルー

プは、注記「４．事業セグメント」に記載のとおり、ウォーターテクノロジー事業、ハウジングテクノロジー事業、ビ

ルディングテクノロジー事業及び住宅・サービス事業等を主要な事業内容とし、関連するサービス等の事業活動を展開

しております。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社の要約四半期連結財務諸表は四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要

件をすべて満たすことから、四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しておりま

す。

なお、当社の要約四半期連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成されていることから、年度の連結財務諸表で要

求されているすべての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであ

ります。

 

(2）要約四半期連結財務諸表の承認

　当社の2021年12月31日に終了する第３四半期の要約四半期連結財務諸表は、2022年２月９日に代表執行役瀬戸欣哉

及び最高財務責任者松本佐千夫によって承認されております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社の要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、単位を百万円としており

ます。

 

(4）重要な会計上の見積り及び判断の利用

　要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼ

す判断、見積り及び仮定を設定することが義務付けられております。実際の結果は、その性質上、これらの見積りと

は異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更は、見積りが見直された会計

期間及び将来の会計期間において影響を与えております。

　見積り及び判断を行った項目のうち、当社の要約四半期連結財務諸表において認識する金額に重要な影響を与えて

いる項目は、原則として前連結会計年度と同様であります。なお、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見

積りについては、前事業年度の有価証券報告書の「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表連結財

務諸表注記 ５．追加情報」に記載のとおり、会計上の見積りを実施するにあたり、新型コロナウイルス感染症の当

連結会計年度（2022年３月期）以降における当社グループの業績への影響は軽微かつ限定的であるという仮定を置い

ておりますが、当第３四半期連結会計期間末においても、当該仮定に重要な変更はありません。

 

(5）組替

要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、投資活動によるキャッシュ・

フローの区分に独立掲記しておりました「投資不動産の処分による収入」、「長期貸付金による支出」、「長期貸

付金の回収による収入」及び財務活動によるキャッシュ・フローの区分に独立掲記しておりました「非支配持分か

らの子会社持分取得による支出」は、重要性が低下したため、当第３四半期連結累計期間より各区分の「その他」

に含めて表示しております。この組み替えを反映させるため、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書の組み替えを行っております。

　この結果、前第３四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの区分の「投資不動産の処分による

収入 56百万円」、「長期貸付金による支出 ７百万円」、「長期貸付金の回収による収入 80百万円」及び財務活

動によるキャッシュ・フローの区分の「非支配持分からの子会社持分取得による支出 ６百万円」は、それぞれ各

区分の「その他」に含まれております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬ(E01317)

四半期報告書

23/51



３．重要な会計方針

　当社の要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度において適用した会計方針と同

一であります。

　また、要約四半期連結純損益計算書の作成において、法人所得税費用は見積年次実効税率を基に算定しております。

 

４．事業セグメント

(1）報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、「ウォーターテクノロジー事業」、「ハウジングテクノロジー事業」、「ビルディングテクノロ

ジー事業」及び「住宅・サービス事業等」の４区分を報告セグメントとし、報告セグメントごとの業績を執行役会又

は取締役会に報告して業績管理するなどのセグメント別経営を行っております。

「ウォーターテクノロジー事業」は衛生設備、水栓金具、バスルーム、システムキッチン等を、「ハウジングテク

ノロジー事業」はサッシ、ドア、シャッター、内装建材類等を、「ビルディングテクノロジー事業」はカーテン

ウォール等を製造及び販売しております。「住宅・サービス事業等」は住宅ソリューションの提供、不動産の販売・

管理等を行っております。

なお、当社の連結子会社が営む住宅関連機器のオンライン事業（以下「ＬＩＸＩＬオンライン事業」）は、前連結

会計年度の第３四半期連結累計期間までは住宅・サービス事業等に区分しておりましたが、2021年１月１日付でグ

ループ内の組織再編を行ったことにより、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間よりウォーターテクノロジー事

業及びハウジングテクノロジー事業に区分することといたしました。

 

(2）報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失の算定方法

報告セグメントの会計方針は、注記「３．重要な会計方針」において記載されている当社グループの会計方針と同

一であります。

また、報告セグメントの損益は事業損益を使用しており、セグメント間の内部売上収益又は振替高は市場価格等に

基づいております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬ(E01317)

四半期報告書

24/51



(3）報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失に関する情報

 

　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 

ウォーター
テクノロジー
事業
（注）５

ハウジング
テクノロジー
事業
（注）５

ビルディング
テクノロジー
事業
 

住宅・
サービス
事業等
（注）５

売上収益     

外部顧客への売上収益（注）４ 566,795 362,252 70,768 35,694

セグメント間の内部売上収益又は振替高 10,582 3,890 38 1,196

計 577,377 366,142 70,806 36,890

セグメント利益（注）１ 46,385 25,953 770 1,942

その他の収益     

その他の費用     

営業利益     

金融収益     

金融費用     

持分法による投資損失     

継続事業からの税引前四半期利益     

 

  （単位：百万円）

 

合計
調整額
（注）２

連結
 

売上収益    

外部顧客への売上収益（注）４ 1,035,509 － 1,035,509

セグメント間の内部売上収益又は振替高 15,706 (15,706) －

計 1,051,215 (15,706) 1,035,509

セグメント利益（注）１ 75,050 (29,830) 45,220

その他の収益   4,724

その他の費用   (12,784)

営業利益   37,160

金融収益   4,749

金融費用   (6,666)

持分法による投資損失   (91)

継続事業からの税引前四半期利益   35,152
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　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 

ウォーター
テクノロジー
事業
（注）５

ハウジング
テクノロジー
事業
（注）５

ビルディング
テクノロジー
事業
 

住宅・
サービス
事業等
（注）５

売上収益     

外部顧客への売上収益 637,917 348,875 65,717 21,896

セグメント間の内部売上収益又は振替高 9,280 5,540 － 810

計 647,197 354,415 65,717 22,706

セグメント利益（損失）（注）１ 64,522 29,054 1,960 (545)

その他の収益     

その他の費用     

営業利益     

金融収益     

金融費用     

持分法による投資損失     

継続事業からの税引前四半期利益     

 

  （単位：百万円）

 

合計
調整額
（注）３

連結
 

売上収益    

外部顧客への売上収益 1,074,405 － 1,074,405

セグメント間の内部売上収益又は振替高 15,630 (15,630) －

計 1,090,035 (15,630) 1,074,405

セグメント利益（損失）（注）１ 94,991 (33,240) 61,751

その他の収益   5,512

その他の費用   (7,310)

営業利益   59,953

金融収益   3,774

金融費用   (4,810)

持分法による投資損失   (478)

継続事業からの税引前四半期利益   58,439
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　前第３四半期連結会計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 

ウォーター
テクノロジー
事業
（注）５

ハウジング
テクノロジー
事業
（注）５

ビルディング
テクノロジー
事業
 

住宅・
サービス
事業等
（注）５

売上収益     

外部顧客への売上収益（注）４ 207,822 129,018 24,513 13,680

セグメント間の内部売上収益又は振替高 3,918 1,560 10 305

計 211,740 130,578 24,523 13,985

セグメント利益（注）１ 26,517 12,360 341 957

その他の収益     

その他の費用     

営業利益     

金融収益     

金融費用     

持分法による投資利益     

継続事業からの税引前四半期利益     

 

  （単位：百万円）

 

合計
調整額
（注）２

連結
 

売上収益    

外部顧客への売上収益（注）４ 375,033 － 375,033

セグメント間の内部売上収益又は振替高 5,793 (5,793) －

計 380,826 (5,793) 375,033

セグメント利益（注）１ 40,175 (10,326) 29,849

その他の収益   2,229

その他の費用   (6,894)

営業利益   25,184

金融収益   2,814

金融費用   (3,534)

持分法による投資利益   10

継続事業からの税引前四半期利益   24,474

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬ(E01317)

四半期報告書

27/51



 

 

　当第３四半期連結会計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 

ウォーター
テクノロジー
事業
（注）５

ハウジング
テクノロジー
事業
（注）５

ビルディング
テクノロジー
事業
 

住宅・
サービス
事業等
（注）５

売上収益     

外部顧客への売上収益 223,049 122,537 25,080 7,526

セグメント間の内部売上収益又は振替高 3,668 2,144 － 211

計 226,717 124,681 25,080 7,737

セグメント利益（注）１ 23,718 10,805 894 197

その他の収益     

その他の費用     

営業利益     

金融収益     

金融費用     

持分法による投資利益     

継続事業からの税引前四半期利益     

 

  （単位：百万円）

 

合計
調整額
（注）３

連結
 

売上収益    

外部顧客への売上収益 378,192 － 378,192

セグメント間の内部売上収益又は振替高 6,023 (6,023) －

計 384,215 (6,023) 378,192

セグメント利益（注）１ 35,614 (11,134) 24,480

その他の収益   700

その他の費用   (2,388)

営業利益   22,792

金融収益   1,140

金融費用   (1,108)

持分法による投資利益   22

継続事業からの税引前四半期利益   22,846
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（注）１．セグメント利益（損失）は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した金額である事業損益

を使用しております。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主とし

て当社及び当社が2020年12月１日付で吸収合併して消滅した株式会社ＬＩＸＩＬの人事、総務、経理等の管

理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益（損失）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主として当社の人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。

４．株式会社ＬＩＸＩＬビバに対する売上収益について

　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

当社の連結子会社であった株式会社ＬＩＸＩＬビバに対する売上収益は、従来、「セグメント間の内部売上

収益又は振替高」に含まれていましたが、今後の継続事業への影響を反映するようにするため、「外部顧客

への売上収益」に含めた上で、非継続事業の損益から相殺消去する方法に変更しております。なお、「外部

顧客への売上収益」に含まれている株式会社ＬＩＸＩＬビバに対する売上収益は、ウォーターテクノロジー

事業で1,013百万円、ハウジングテクノロジー事業で1,233百万円であります。

　前第３四半期連結会計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

当社の連結子会社であった株式会社ＬＩＸＩＬビバに対する売上収益は、従来、「セグメント間の内部売上

収益又は振替高」に含まれていましたが、今後の継続事業への影響を反映するようにするため、「外部顧客

への売上収益」に含めた上で、非継続事業の損益から相殺消去する方法に変更しております。なお、「外部

顧客への売上収益」に含まれている株式会社ＬＩＸＩＬビバに対する売上収益は、ウォーターテクノロジー

事業で167百万円、ハウジングテクノロジー事業で158百万円であります。

５．ＬＩＸＩＬオンライン事業は、前第３四半期連結累計期間においては、主としてウォーターテクノロジー事

業で扱う商材を住宅・サービス事業等を通じて販売していたことから、ＬＩＸＩＬオンライン事業に関する

売上収益はウォーターテクノロジー事業の「セグメント間の内部売上収益又は振替高」及び住宅・サービス

事業等の「外部顧客への売上収益」に含めておりましたが、当第３四半期連結累計期間においては、ウォー

ターテクノロジー事業及びハウジングテクノロジー事業の「外部顧客への売上収益」に含める方法に変更し

ております。

なお、前第３四半期連結累計期間のＬＩＸＩＬオンライン事業に関する売上収益、セグメント利益を変更後

の方法により集計した場合には、ウォーターテクノロジー事業の「外部顧客への売上収益」及び「セグメン

ト利益」はそれぞれ2,777百万円、310百万円増加し、「セグメント間の内部売上収益又は振替高」は1,632

百万円減少いたします。また、ハウジングテクノロジー事業の「外部顧客への売上収益」及び「セグメント

利益」はそれぞれ303百万円、11百万円増加し、住宅・サービス事業等の「外部顧客への売上収益」及び

「セグメント利益」はそれぞれ3,080百万円、321百万円減少いたします。

前第３四半期連結会計期間のＬＩＸＩＬオンライン事業に関する売上収益、セグメント利益を変更後の方法

により集計した場合には、ウォーターテクノロジー事業の「外部顧客への売上収益」及び「セグメント利

益」はそれぞれ920百万円、101百万円増加し、「セグメント間の内部売上収益又は振替高」は416百万円減

少いたします。また、ハウジングテクノロジー事業の「外部顧客への売上収益」及び「セグメント利益」は

それぞれ112百万円、５百万円増加し、住宅・サービス事業等の「外部顧客への売上収益」及び「セグメン

ト利益」はそれぞれ1,032百万円、106百万円減少いたします。

６．非継続事業に分類した事業は含めておりません。
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５．売却目的で保有する資産及び直接関連する負債

　前連結会計年度における売却目的で保有する資産 1,358百万円の内訳は、土地等の有形固定資産であります。

 

　当第３四半期連結会計期間における売却目的で保有する資産及び直接関連する負債の内訳は、次のとおりでありま

す。

   （単位：百万円）

 
当第３四半期
連結会計期間

（2021年12月31日）
 

当第３四半期
連結会計期間

（2021年12月31日）

売却目的で保有する資産  
売却目的で保有する資産に直接関連

する負債
 

営業債権及びその他の債権 66 営業債務及びその他の債務 41

棚卸資産 133 契約負債 24

有形固定資産（注） 1,506 退職給付に係る負債 81

その他 69 その他 81

合計 1,774 合計 227

（注）有形固定資産の主な内訳は、建物及び土地であります。

 

６．有形固定資産

有形固定資産の取得及び処分の金額は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

有形固定資産の取得 26,011 23,196

有形固定資産の処分 953 1,496
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７．社債

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

(1) 発行した社債の発行条件の要約は、次のとおりであります。
 

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額

（百万円）

利率

（％）
償還期限

株式会社ＬＩＸＩＬ 第11回無担保社債 2020年７月16日 15,000 0.0 2023年７月18日

株式会社ＬＩＸＩＬ 第12回無担保社債 2020年７月16日 25,000 0.2 2025年７月16日

株式会社ＬＩＸＩＬ 第13回無担保社債 2020年７月16日 10,000 0.4 2030年７月16日

合計 50,000   

 

(2) 償還した社債の発行条件の要約は、次のとおりであります。
 

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額

（百万円）

利率

（％）
償還期限

株式会社ＬＩＸＩＬ 第６回無担保社債 2013年12月20日 10,000 0.5 2020年12月18日

合計 10,000   

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

   償還した社債の発行条件の要約は、次のとおりであります。なお、発行した社債はありません。
 

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額

（百万円）

利率

（％）
償還期限

株式会社ＬＩＸＩＬ 第９回無担保社債 2016年８月31日 10,000 0.1 2021年８月31日

合計 10,000   

 

（注）当社は、2020年12月１日付で、当社を存続会社とし、当社の連結子会社であった株式会社ＬＩＸＩＬを消滅会社と

する吸収合併を実行いたしました。また、存続会社である当社の商号を、2020年12月１日付で「株式会社ＬＩＸＩ

Ｌグループ」から「株式会社ＬＩＸＩＬ」に変更いたしました。表中の会社名は、当社（旧　株式会社ＬＩＸＩＬ

グループ）であります。
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８．配当金

　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

配当金の支払額の内訳は、次のとおりであります。
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年６月５日

取締役会
普通株式 10,154 35 2020年３月31日 2020年６月30日

2020年10月30日

取締役会
普通株式 10,154 35 2020年９月30日 2020年11月27日

 

　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

配当金の支払額の内訳は、次のとおりであります。
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年５月21日

取締役会
普通株式 11,609 40 2021年３月31日 2021年６月７日

2021年10月29日

取締役会
普通株式 11,628 40 2021年９月30日 2021年11月26日

 

（注）配当金の総額は、配当決議金額から、持分法適用関連会社が保有する当社株式に係る配当金の持分相当額を控除

した金額であります。
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９．売上収益

分解した売上収益とセグメント収益の関連は、次のとおりであります。

 

　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

連結
 

ウォーター
テクノロジー事業

ハウジング
テクノロジー事業

ビルディング
テクノロジー事業

住宅・サービス
事業等

日本 293,280 351,993 70,242 35,694 751,209

アジア 73,697 9,631 526 － 83,854

欧州 88,976 52 － － 89,028

北米 97,026 0 0 － 97,026

その他 13,816 576 － － 14,392

合計 566,795 362,252 70,768 35,694 1,035,509

 

　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

連結
 

ウォーター
テクノロジー事業

ハウジング
テクノロジー事業

ビルディング
テクノロジー事業

住宅・サービス
事業等

日本 305,458 333,323 65,011 21,896 725,688

アジア 87,431 14,636 706 － 102,773

欧州 109,977 130 － － 110,107

北米 117,801 32 － － 117,833

その他 17,250 754 － － 18,004

合計 637,917 348,875 65,717 21,896 1,074,405

 

（注）１．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

２．売上収益は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

３．アジア、欧州及び北米の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。

・アジア：中国、タイ、ベトナム

・欧 州：ドイツ、フランス、オランダ

・北 米：アメリカ、カナダ、メキシコ
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10．その他の収益及びその他の費用

(1）その他の収益

その他の収益の内訳は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

有形固定資産処分益 83 322

売却目的で保有していた資産の処分益 － 2,431

その他 4,641 2,759

合計 4,724 5,512

 

(2）その他の費用

その他の費用の内訳は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

有形固定資産処分損 951 1,070

減損損失（注）１ 3,130 1,755

売却目的で保有する処分グループを売却コスト控

除後の公正価値で測定したことにより認識した損

失（注）２

5,405 －

早期退職関連損失（注）３ － 1,596

その他 3,298 2,889

合計 12,784 7,310

（注）１．前第３四半期連結累計期間の減損損失の内容は、主として次のとおりであります。

当社の連結子会社であった株式会社川島織物セルコン（ハウジングテクノロジー事業セグメント）ののれんに

ついて、業績が悪化し収益性が著しく低下したため、帳簿価額を使用価値により測定した回収可能価額まで減

額し、1,882百万円の減損損失を計上しております。

２．売却目的で保有する処分グループを売却コスト控除後の公正価値で測定したことにより認識した損失は、当社

の連結子会社であった株式会社川島織物セルコンの発行済株式の100％を譲渡することを決定したことに伴い

計上したものであります。当該株式譲渡の概要につきましては、注記「15．子会社及び関連会社等　(1) 株式

会社川島織物セルコンの株式譲渡について」に記載のとおりであります。

３．当社グループの一部の連結子会社において、希望退職制度を実施いたしました。当第３四半期連結累計期間の

早期退職関連損失は、通常の退職金に加算して支給する特別退職金や再就職のための支援に係る費用でありま

す。
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11．金融収益及び金融費用

(1）金融収益

金融収益の内訳は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

受取利息   

償却原価で測定する金融資産 718 1,150

受取配当金   

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
1,418 1,642

デリバティブ評価益   

純損益を通じて公正価値で測定する金融商品 － 982

為替差益（注） 2,613 －

その他 0 0

 合計 4,749 3,774

 

(2）金融費用

金融費用の内訳は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

支払利息   

償却原価で測定する金融負債（注） 2,975 3,352

デリバティブ評価損   

純損益を通じて公正価値で測定する金融商品 3,686 －

為替差損（注） － 1,394

その他 5 64

 合計 6,666 4,810

 

（注）当社は一部の借入金に係る金利スワップ契約及び金利通貨スワップ契約について、ヘッジ会計を適用しておりま

す。この評価差額について、資本から純損益に振り替えられた金額は、為替差損益及び支払利息に含めておりま

す。
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12．１株当たり利益（親会社の所有者に帰属）

(1）第３四半期連結累計期間
 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

親会社の所有者に帰属する継続事業からの四半

期利益
20,881 百万円 41,701 百万円

親会社の所有者に帰属する非継続事業からの四

半期利益（損失）
17,803 百万円 (200) 百万円

親会社の所有者に帰属する四半期利益 38,684 百万円 41,501 百万円

希薄化に伴う継続事業に係る四半期利益調整額 110 百万円 111 百万円

希薄化に伴う非継続事業に係る四半期利益調整

額
－ 百万円 － 百万円

希薄化後四半期利益 38,794 百万円 41,612 百万円

発行済普通株式の加重平均株式数 290,101,364 株 290,640,736 株

希薄化に伴う普通株式増加数     

ストック・オプションによる増加 － 株 109,366 株

転換社債型新株予約権付社債による増加 16,014,519 株 16,105,653 株

希薄化後の普通株式の加重平均株式数 306,115,883 株 306,855,755 株

基本的１株当たり四半期利益（損失）     

 継続事業 71.98 円 143.48 円

 非継続事業 61.37 円 (0.69) 円

 合計 133.35 円 142.79 円

     

希薄化後１株当たり四半期利益（損失）     

 継続事業 68.57 円 136.26 円

 非継続事業 58.16 円 (0.65) 円

 合計 126.73 円 135.61 円

希薄化効果を有しないために

希薄化後１株当たり四半期利益（損失）の

算定に含めなかった潜在株式の概要

 

 

第７回新株予約権 2,115千株

第８回新株予約権    41千株

第９回新株予約権   300千株

（株式の種類は普通株式）

－
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(2）第３四半期連結会計期間
 

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

親会社の所有者に帰属する継続事業からの四半

期利益
14,598 百万円 15,803 百万円

親会社の所有者に帰属する非継続事業からの四

半期利益（損失）
13,217 百万円 (9) 百万円

親会社の所有者に帰属する四半期利益 27,815 百万円 15,794 百万円

希薄化に伴う継続事業に係る四半期利益調整額 36 百万円 37 百万円

希薄化に伴う非継続事業に係る四半期利益調整

額
－ 百万円 － 百万円

希薄化後四半期利益 27,851 百万円 15,831 百万円

発行済普通株式の加重平均株式数 290,099,774 株 290,711,516 株

希薄化に伴う普通株式増加数     

ストック・オプションによる増加 6,366 株 78,366 株

転換社債型新株予約権付社債による増加 16,014,519 株 16,105,653 株

希薄化後の普通株式の加重平均株式数 306,120,659 株 306,895,535 株

基本的１株当たり四半期利益（損失）     

 継続事業 50.32 円 54.37 円

 非継続事業 45.56 円 (0.04) 円

 合計 95.88 円 54.33 円

     

希薄化後１株当たり四半期利益（損失）     

 継続事業 47.80 円 51.62 円

 非継続事業 43.18 円 (0.03) 円

 合計 90.98 円 51.59 円

希薄化効果を有しないために

希薄化後１株当たり四半期利益（損失）の

算定に含めなかった潜在株式の概要

 

第７回新株予約権 2,115千株

第８回新株予約権    41千株

（株式の種類は普通株式）

－
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13．金融商品

(1）公正価値の測定方法

資本性金融商品

市場性のある株式は、活発な市場における同一資産の市場価格で公正価値を算定してお

り、観察可能であるためレベル１に分類しております。非上場株式は、類似公開会社比較

法、割引キャッシュ・フロー法等の評価技法により算定しております。算定に使用する相

場価格や割引率等のインプットのうち、すべての重要なインプットが観察可能である場合

はレベル２に分類し、重要な観察可能でないインプットを含む場合にはレベル３に分類し

ております。

その他の金融資産、

社債及び借入金

取引先又は当社グループの信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算

定しております。観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しているため、レベル

２に分類しております。重要な観察可能でないインプットを含む場合にはレベル３に分類

しております。

なお、その他の金融資産のうち、前連結会計年度の未収入金の公正価値は、独立の専門家

から提示されたリスク中立評価法に基づくモンテカルロ・シミュレーションにより算定さ

れた評価額に基づいております。また、当第３四半期連結会計期間の未収入金の公正価値

は、将来キャッシュ・フローを見積って算定しております。これらの公正価値は、

Permasteelisa S.p.A.（以下「ペルマスティリーザ社」）の将来キャッシュ・フローを見

積もっていることから、レベル３に分類しております。

デリバティブ

取引金融機関及び評価機関から提示された割引キャッシュ・フロー法等の評価技法を使用

して算定された価額等に基づいております。算定に使用する外国為替レートや割引率等の

インプットのうち、すべての重要なインプットが観察可能である場合はレベル２に分類

し、重要な観察可能でないインプットを含む場合にはレベル３に分類しております。

 

(2）公正価値ヒエラルキー

　公正価値のヒエラルキーは、次のように区分しております。なお、レベル間の振替は、四半期連結会計期間末日に

発生したものとして認識しております。

レベル１
企業が測定日現在でアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場における（無

調整の）相場価格により測定された公正価値

レベル２
資産又は負債について直接又は間接に観察可能なインプットのうち、レベル１に含まれる

相場価格以外により算出された公正価値

レベル３ 資産又は負債についての観察可能でないインプットにより算出された公正価値
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(3）金融商品の帳簿価額及び公正価値

　要約四半期連結財政状態計算書において、経常的に公正価値で測定されないが、公正価値の開示が要求される金融

商品の帳簿価額と公正価値は、次のとおりであります。

 

 前連結会計年度（2021年３月31日)   （単位：百万円）

 
帳簿価額

公正価値

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

償却原価で測定する金融資産      

 その他の金融資産 28,493 － 23,824 4,835 28,659

負債      

償却原価で測定する金融負債      

 社債及び借入金 531,127 － 531,941 － 531,941

      

 当第３四半期連結会計期間（2021年12月31日）   （単位：百万円）

 
帳簿価額

公正価値

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

償却原価で測定する金融資産      

 その他の金融資産 28,478 － 23,623 5,015 28,638

負債      

償却原価で測定する金融負債      

 社債及び借入金 501,177 － 501,789 － 501,789

（注）要約四半期連結財政状態計算書に認識される金融商品の帳簿価額が公正価値と極めて近似しているものは含めてお

りません。
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(4）要約四半期連結財政状態計算書において認識された公正価値の算定

　要約四半期連結財政状態計算書において、経常的に公正価値で測定されている資産及び負債の公正価値の内訳は、

次のとおりであります。なお、レベル３に分類された金融商品について、当第３四半期連結累計期間においては、重

要な変動は生じておりません。

 

　前連結会計年度（2021年３月31日）    （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産
    

 資本性金融商品 50,432 － 6,192 56,624

 デリバティブ資産 － 2,982 － 2,982

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
    

 デリバティブ資産 － 229 － 229

 その他の金融資産（未収入金）

 （注）３
－ － 8,632 8,632

 合計 50,432 3,211 14,824 68,467

負債     

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融負債
    

 デリバティブ負債 － 1,687 － 1,687

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融負債
    

 デリバティブ負債 － 1,461 － 1,461

 合計 － 3,148 － 3,148

 

　当第３四半期連結会計期間（2021年12月31日）   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産
    

 資本性金融商品 38,670 － 6,462 45,132

 デリバティブ資産 － 1,642 － 1,642

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
    

 デリバティブ資産 － 69 － 69

 その他の金融資産（未収入金）

 （注）３
－ － 7,752 7,752

 合計 38,670 1,711 14,214 54,595

負債     

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融負債
    

 デリバティブ負債 － 1,845 － 1,845

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融負債
    

 デリバティブ負債 － 480 － 480

 合計 － 2,325 － 2,325
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（注）１．資本性金融商品、デリバティブ資産及びその他の金融資産（未収入金）は、要約四半期連結財政状態計算書に

おけるその他の金融資産に計上しております。

２．デリバティブ負債は、要約四半期連結財政状態計算書におけるその他の金融負債に計上しております。

３．当社グループは、ペルマスティリーザ社の株式譲渡にあたり一定の資金を拠出いたしましたが、当該拠出額の

うち、最大100百万ユーロ（前連結会計年度末日においては12,980百万円、当第３四半期連結会計期間末日に

おいては13,051百万円）については、株式譲渡日から2022年３月31日までの間のペルマスティリーザ社の

キャッシュ・フローの状況に応じて、返還されることとなります。なお、ペルマスティリーザ社の将来キャッ

シュ・フローを見積もっていることから、公正価値のヒエラルキーはレベル３であります。

 

14．偶発債務

当社グループは、次のとおり保証を行っております。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

株式譲渡契約に基づく補償（係争事件）（注）１ 4,035 3,959

株式譲渡契約に基づく補償（再生計画の実行）

（注）２
1,298 1,305

（注）１．当社の連結子会社であったPermasteelisa S.p.A.（以下「ペルマスティリーザ社」）の株式を2020年９月30日

に譲渡しておりますが、株式譲渡日までに発生しているペルマスティリーザ社の一定の係争事件について、株

式譲渡日以降にペルマスティリーザ社が損失を被った場合、当社は、株式譲渡先に対し当該損失を補償する義

務があります。なお、義務の履行が見込まれる金額については、要約四半期連結財政状態計算書において負債

を計上済みであり、上記の金額には含まれておりません。

２．株式譲渡日以降にペルマスティリーザ社で再生計画が実行された場合、その実行に当たって生じた費用のう

ち、当社が再生計画の実行に必要な費用として認めるものについては、当社は、株式譲渡先に対し当該費用を

補償する義務があります。なお、義務の履行が見込まれる金額については、要約四半期連結財政状態計算書に

おいて負債を計上済みであり、上記の金額には含まれておりません。
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15．子会社及び関連会社等

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

(1) 株式会社川島織物セルコンの株式譲渡について

　当社は、2020年11月24日開催の取締役会において、当社の連結子会社であった株式会社川島織物セルコン（以下

「川島織物セルコン社」）の発行済株式の100％を、川島織物セルコン社の自己株式の買取に応じることにより売

却することを決定し、同日付で株式譲渡に関する契約を締結いたしました。なお、本株式譲渡は、2021年１月６日

に実行いたしました。

 

①　株式譲渡の理由

　当社は、2010年12月に川島織物セルコン社の発行済株式のうち34％を第三者割当増資引き受けにより、残る

66％を2011年８月に株式交換により取得することによって、完全子会社化いたしました。これは、事業収益や財

務基盤の安定化、販売面でのシナジーの追求に加え、物流・間接業務の協業について効率的な仕組みを構築する

ことによるコスト削減を目指すものでした。

　今般、川島織物セルコン社より、事業の成長スピードや生産・業務効率を追求する一方で、ブランドの支えと

なっている伝統技術の継承に加え、次世代に繋がる新たなデザインや商品・技術の開発などへ挑戦していくべ

く、川島織物セルコン社が有する文化的・商品的・技術的価値を深く理解している現経営陣によるマネジメン

ト・バイアウト（ＭＢＯ）の申し出があり、双方で検討を重ねて参りました。

　その結果、当社としても、ガバナンスの強化、生産性と効率性の向上を図るため基幹事業への専念と事業間シ

ナジーの推進、将来成長と財務体質の強化を図るための事業ポートフォリオの最適化など、事業運営における

様々な変革を進める中で、川島織物セルコン社からの申し出は、当社グループの取り組みの方向性とも合致する

ものであると判断し、資本提携を発展的に解消するため、保有する同社株式の全部を同社へ譲渡することにいた

しました。

 

②　譲渡した相手会社の名称及び株式譲渡日

譲渡した相手会社の名称 株式会社川島織物セルコン

株式譲渡日 2021年１月６日

 

③　子会社の名称、事業内容及び当該子会社が含まれているセグメントの名称

子会社の名称 株式会社川島織物セルコン

事業内容

＜インテリア・室内装飾織物＞

カーテン、カーペット、壁装、インテリア小物などの製造販売・室内装

飾工事

＜呉服・美術工芸織物＞

帯、緞帳、祭礼幕、和装小物などの製造販売

セグメントの名称 ハウジングテクノロジー事業

 

④　売却した株式の数、売却後の持分比率、売却価額及び売却に関連する損益

売却前の所有株式数 141,877,506株（持分比率：100％）

売却した株式数 141,877,506株

売却後の持分比率 　　　　 －株（持分比率： －％）

売却価額 8,500百万円

売却に関連する損益

要約四半期連結純損益計算書のその他の費用において、売却目的で保有す

る処分グループを売却コスト控除後の公正価値で測定したことにより認識

した損失を5,405百万円計上いたしました。
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(2) ジャパンホームシールド株式会社の株式譲渡について

　当社は、2020年12月４日付で、当社の連結子会社である株式会社ＬＩＸＩＬ住生活ソリューションが保有する

ジャパンホームシールド株式会社（以下「ジャパンホームシールド社」）の発行済株式の100％について、みずほ

キャピタルパートナーズ株式会社（以下「みずほキャピタルパートナーズ社」）が業務受託するＭＣＰ５投資事業

有限責任組合と、関係当局の承認等が得られることを条件として譲渡することを合意し、株式譲渡契約を締結いた

しました。なお、本株式譲渡は、2021年３月９日に実行いたしました。

 

①　株式譲渡の理由

　当社グループは、その企業理念である、世界中の人びとのより豊かで快適な暮らしの実現に貢献し、持続的な

成長を実現するとともに、起業家精神にあふれた企業となることを目指しています。これを達成するため、当社

グループでは、ガバナンスの強化、生産性と効率性の向上を図るため基幹事業への専念と事業間シナジーの推

進、将来成長と財務体質の強化を図るための事業ポートフォリオの最適化など、事業運営における様々な変革を

進めております。

　一方、ジャパンホームシールド社は設立以来、住宅に関わる地盤調査・建物検査のリーディングカンパニーと

して、累計で地盤調査180万棟、建物検査20万戸を超える実績を積み重ねてきました。昨今では住宅の法改正や

自然災害の多発などで住環境が変化する中、お客様の声を真摯に受け止め、技術とサービスの向上及び基礎設計

などの新サービスを提供することで、持続的な成長を実現してきました。

　今回、当社とジャパンホームシールド社は、ジャパンホームシールド社が現在の事業活動の枠に留まらず、業

界全体の拡大と共に飛躍的な成長を目指すために、当社グループから独立したうえで外部によるサポートを受

け、さらなる事業の強化を目指していくことが必要であると判断いたしました。両社による協議の結果、経営全

般にわたり豊富なノウハウやネットワーク、リソースを有するみずほキャピタルパートナーズ社を新たなパート

ナーに迎え、事業運営面・財務面を含む支援を受けつつ、これまで以上に強固な事業基盤の構築を図っていくこ

とが最適であるとの判断に至りました。

　また当社グループとしても、上述した事業運営における様々な変革を進める中で、本件株式譲渡が、事業構造

の簡素化と組織の統合による更なるシナジーの創出及び効率化を目指す当社グループの取り組みの方向性とも合

致するものであると考えております。

　これらの理由から、当社は、ジャパンホームシールド社のすべての普通株式を譲渡することを決定いたしまし

た。

 

②　譲渡した相手会社の名称及び株式譲渡日

譲渡した相手会社の名称
みずほキャピタルパートナーズ株式会社が業務受託するＭＣＰ５投資事業

有限責任組合

株式譲渡日 2021年３月９日

 

③　子会社の名称、事業内容及び当該子会社が含まれているセグメントの名称

子会社の名称 ジャパンホームシールド株式会社

事業内容 地盤調査及び関連業務、地盤補強業務、測量業務、建物検査業務

セグメントの名称 住宅・サービス事業等

 

④　売却した株式の数、売却後の持分比率、売却価額及び売却損益

売却前の所有株式数 2,000株（持分比率：100％）

売却した株式数 2,000株

売却後の持分比率 　 －株（持分比率： －％）

売却価額
譲渡価額につきましては、株式譲渡契約における守秘義務をふまえ開示を

控えさせていただきます。

売却損益

前第４四半期連結会計期間（自 2021年１月１日 至 2021年３月31日）

のその他の収益において、子会社売却益を9,269百万円計上いたしまし

た。

 

EDINET提出書類

株式会社ＬＩＸＩＬ(E01317)

四半期報告書

43/51



16．非継続事業

(1) Permasteelisa S.p.A.の株式譲渡について

　当社は、2020年５月１日開催の取締役会において、Permasteelisa S.p.A.（以下「ペルマスティリーザ社」）の

発行済株式の100％を、Atlas Holdings LLC（以下「Atlas社」）に譲渡することを決定し、同日付で株式譲渡契約

を締結いたしました。なお、本株式譲渡は、2020年９月30日に実行いたしました。

 

①　株式譲渡の理由

　当社グループは、世界中の人びとのより豊かで快適な暮らしの実現に貢献し、持続的な競争力と成長を実現す

るとともに、起業家精神にあふれた企業となることを目指しております。これを達成するため、当社グループで

は、迅速な意思決定ができる機動的な組織への変革を進めるとともに、将来成長と財務体質の強化をめざし、基

幹事業への専念および事業間シナジーの拡大によって、生産性と効率性の向上に努めております。

　今回の株式譲渡は、こうした事業構造の簡素化と、更なるシナジーの創出および効率化を目指す当社グループ

の取り組みに合致するものです。

　ペルマスティリーザ社は、カーテンウォールやインテリアに係るエンジニアリング、プロジェクト管理、製

造、工事において世界トップクラスの企業であります。特に、ハイエンドのカーテンウォールを事業の中核と位

置付け、欧州、アジア、北米を含めた世界各国の市場において確固たる地位を築いております。

　しかしながら、近年では、その世界的なブランド力にも関わらず、ペルマスティリーザ社は事業運営上、財務

上の問題を抱えていたため、当社グループと共に、成長と経営の安定性を回復させるべく、包括的な再生計画に

取り組んでおりました。

　ペルマスティリーザ社の事業は、経営サイクル等の面で、当社グループの基幹事業と多くの違いがあります。

それゆえ、同社の株式を譲渡することにより、当社グループは、基幹事業に経営資源を集中投資して事業間シナ

ジーを促進し、新規事業や利益成長の高い事業にも投資できるようになり、経営の効率化と、基幹事業とは異な

るリスクを低減できることが期待されます。

　これらの理由から、当社は、世界各地で製造・物流・建設など様々な事業を多角的に運営する米国のAtlas社

に、ペルマスティリーザ社の全株式を譲渡する契約を締結いたしました。

 

②　譲渡した相手会社の名称及び株式譲渡日

譲渡した相手会社の名称 Atlas Holdings LLC

株式譲渡日 2020年９月30日

 

③　子会社の名称、事業内容及び当該子会社が含まれていたセグメントの名称

子会社の名称 Permasteelisa S.p.A.

事業内容 カーテンウォール、インテリアの製造販売

セグメントの名称 ビルディングテクノロジー事業

 

④　売却した株式の数、売却後の持分比率、売却価額及び売却後の当社グループとの関係

売却前の所有株式数 25,613,544株（持分比率：100％）

売却した株式数 25,613,544株

売却後の持分比率 　　　　－株（持分比率： －％）

売却価額
売却先の強い意向により非開示とさせていただきますが、価額は公正なプ

ロセスを経て相手先との交渉により決定しております。
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売却後の当社グループとの関係

・株式譲渡日までに発生しているペルマスティリーザ社の一定の係争事件

について、株式譲渡日以降にペルマスティリーザ社が損失を被った場

合、当社は当該損失を補償する義務があります。また、株式譲渡日以降

にペルマスティリーザ社で再生計画が実行された場合、その実行に当

たって生じた費用のうち、当社が再生計画の実行に必要な費用として認

めるものについては、当社は当該費用を補償する義務があります。な

お、当第３四半期連結会計期間末日における当該義務に係る偶発債務の

金額は、注記「14．偶発債務」に記載のとおりであります。

・当社グループは、株式譲渡にあたり一定の資金を拠出いたしましたが、

当該拠出額のうち、最大100百万ユーロについては、株式譲渡日から

2022年３月31日までの間のペルマスティリーザ社のキャッシュ・フロー

の状況に応じて、返還されることとなります。なお、当第３四半期連結

会計期間末日における当該返還額の公正価値は、注記「13．金融商品　

(4）要約四半期連結財政状態計算書において認識された公正価値の算

定」に記載のとおりであります。

 

⑤　非継続事業からの損益

非継続事業からの損益は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

売上収益 49,674 －

その他の損益 (53,709) (289)

非継続事業からの税引前四半期損失 (4,035) (289)

法人所得税費用 285 89

非継続事業からの四半期損失 (3,750) (200)

 

⑥　非継続事業から生じたキャッシュ・フロー

非継続事業から生じたキャッシュ・フローは、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー (1,857) (1,500)

投資活動によるキャッシュ・フロー（注） (51,882) －

財務活動によるキャッシュ・フロー (1,192) －

合計 (54,931) (1,500)

（注）前第３四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算

書に記載の「子会社の売却による支出　50,048百万円」を含む金額であります。なお、当該支出額のうち、最

大100百万ユーロについては、株式譲渡日から2022年３月31日までの間のペルマスティリーザ社のキャッ

シュ・フローの状況に応じて、返還されることとなります。なお、当第３四半期連結会計期間末日における当

該返還額の公正価値は、注記「13．金融商品　(4）要約四半期連結財政状態計算書において認識された公正価

値の算定」に記載のとおりであります。
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(2) 株式会社ＬＩＸＩＬビバの株式譲渡について

　当社は、2020年６月９日開催の取締役会での決定に基づき、アークランドサカモト株式会社（以下「アークラン

ドサカモト社」）及び当社の連結子会社であった株式会社ＬＩＸＩＬビバ（以下「ＬＩＸＩＬビバ社」）との間

で、ＬＩＸＩＬビバ社の普通株式に対しアークランドサカモト社が実施する現金対価の公開買付け（以下「本公開

買付け」）並びに本公開買付けの成立を条件とするＬＩＸＩＬビバ社の普通株式の株式併合及びＬＩＸＩＬビバ社

の自己株式取得による当社保有のＬＩＸＩＬビバ社の全普通株式のＬＩＸＩＬビバ社への譲渡（以下「本株式譲

渡」）を通じた、アークランドサカモト社によるＬＩＸＩＬビバ社の完全子会社化、その他これらに付随又は関連

する取引等（総称して以下「本取引」）に関する覚書（以下「覚書」）を締結すると共に、アークランドサカモト

社との間で本取引に関する合意書（以下「合意書」）を締結いたしました。なお、これらの締結後、本株式譲渡に

必要な諸手続を経て、2020年11月９日に株式譲渡を実行いたしました。

 

①　株式譲渡の理由

　当社グループは、起業家精神にあふれた組織を構築し、持続的な競争力と成長の実現を通じて、世界中の人び

とのより豊かで快適な暮らしの実現に貢献することを目指しております。これを達成するため、当社グループで

は、ガバナンスの強化、生産性と効率性の向上を図るため基幹事業への専念と事業間シナジーの推進、将来成長

と財務体質の強化を図るための事業ポートフォリオの最適化など、事業運営における様々な変革を進めておりま

す。

　本株式譲渡は、こうした事業構造の簡素化と組織の統合を進めることで、更なるシナジーの創出及び効率化を

目指す当社グループの取り組みに合致するものです。

　ＬＩＸＩＬビバ社は、ホームセンターで「住生活」に関するあらゆる商品・資材・各種工事やサービスを提供

している企業です。特に、大きな売場面積で、リフォームに必要な多種多様な商品の在庫を常時確保すること

で、プロ事業者のワンストップ仕入を可能としている点が強みであり、業界内で確固たる地位を築いておりま

す。しかしながら、日本の人口減少に伴う客数の減少や、ドラッグストアやＥコマースの台頭等、競争環境の激

化や消費者行動の変化といった外部環境のリスクが課題となっております。

　ＬＩＸＩＬビバ社の事業は、流通・小売り事業であり、当社グループが注力する基幹事業とは異なっておりま

す。それゆえ、同社の株式を譲渡することにより、当社グループは、基幹事業に経営資源を集中投資して事業間

シナジーを促進し、新規事業や利益成長の高い事業にも投資できるようになり、経営の効率化を図ることが期待

されます。また、既にＬＩＸＩＬビバ社は事業面においては当社グループから独立しておりますが、本株式譲渡

を通じ、資本関係においても独立することにより、当社グループはこれまで以上に高い独立性を持つサプライ

ヤーとして、当社グループの重要な顧客である多くのホームセンター小売事業者とのビジネス上の関係を更に発

展させることが期待されます。

 

②　本公開買付けの概要及び株式譲渡の方法

　当社は、当社、ＬＩＸＩＬビバ社及びＬＩＸＩＬビバ社の少数株主にとって最適なＬＩＸＩＬビバ社普通株式

の譲渡先を選定すべく、幅広い候補先を招聘した入札プロセスを実施し、各候補先から提示された条件等を総合

的に慎重に検討した結果、当社の経済価値最大化の観点のみならず、本取引に必要な資金調達をはじめとする本

取引執行の確実性の観点等においても優れたアークランドサカモト社が最適な売却先であるとの結論に至りまし

た。また、ＬＩＸＩＬビバ社においても株式価値評価額、本取引実施後の事業戦略の方向性等を総合的に慎重に

検討した結果、アークランドサカモト社の提案が最善であるとの結論に至ったとのことです。その後、ＬＩＸＩ

Ｌビバ社との３社で協議を進め、当社は、2020年６月９日開催の取締役会で、本株式譲渡を通じ当社が保有する

ＬＩＸＩＬビバ社のすべての普通株式をＬＩＸＩＬビバ社へ譲渡することを決定し、同日付で、覚書及び合意書

を締結いたしました。

本取引は、

(a) 本公開買付け、及び、本公開買付けが成立した場合であって、公開買付者（アークランドサカモト社）

が本公開買付けにおいて、ＬＩＸＩＬビバ社株式のすべて（ただし、公開買付者が所有するＬＩＸＩＬ

ビバ社株式、当社が所有する本不応募株式及びＬＩＸＩＬビバ社が所有する自己株式を除きます。）を

取得できなかった場合にＬＩＸＩＬビバ社が行う株式併合（以下「本株式併合」）を通じて、ＬＩＸＩ

Ｌビバ社の株主を当社及び公開買付者のみとすること、

(b) 下記(c)に定義するＬＩＸＩＬビバ社自己株式取得を実行するための資金及び分配可能額を確保するこ

とを目的として、(i) 公開買付者がＬＩＸＩＬビバ社に対し、ＬＩＸＩＬビバ社自己株式取得に係る対

価に充てる資金を提供すること、及び (ii) ＬＩＸＩＬビバ社において、会社法第447条第１項及び第

448条第１項に基づくＬＩＸＩＬビバ社の資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少を行うこと、

並びに
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(c) 本公開買付けの成立及び本株式併合の効力発生を条件としてＬＩＸＩＬビバ社によって実施される当社

が所有する本不応募株式の自己株式取得

から構成され、最終的に、公開買付者がＬＩＸＩＬビバ社を完全子会社化することを企図しているものでありま

す。

 

③　譲渡した相手会社の名称及び株式譲渡日

譲渡した相手会社の名称 株式会社ＬＩＸＩＬビバ

株式譲渡日 2020年11月９日

 

④　子会社の名称、事業内容及び当該子会社が含まれていたセグメントの名称

子会社の名称 株式会社ＬＩＸＩＬビバ

事業内容
ホームセンター事業、リフォーム事業、ヴィシーズ事業、デベロッパー事

業

セグメントの名称 流通・小売り事業

 

⑤　売却した株式の数、売却後の持分比率、売却価額及び売却損益

売却前の所有株式数 ６株（注）

売却した株式数 ６株

売却後の持分比率 －株（持分比率：－％）

売却価額 56,619百万円

売却損益
要約四半期連結純損益計算書の非継続事業からの四半期利益において、子

会社売却益を16,494百万円計上いたしました。

（注）ＬＩＸＩＬビバ社は、2020年10月22日を効力発生日として、3,894,550株を１株に併合する株式併合

を行っております。

 

⑥　非継続事業からの損益

非継続事業からの損益は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

売上収益 113,391 －

子会社売却益 16,494 －

その他の損益 (98,772) －

非継続事業からの税引前四半期利益 31,113 －

法人所得税費用（注） (5,026) －

非継続事業からの四半期利益 26,087 －

（注）前第３四半期連結累計期間の法人所得税費用には、子会社売却益に対する費用である546百万円が含まれており

ます。
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⑦　非継続事業から生じたキャッシュ・フロー

非継続事業から生じたキャッシュ・フローは、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,664 －

投資活動によるキャッシュ・フロー（注） 37,789 －

財務活動によるキャッシュ・フロー (10,452) －

合計 46,001 －

（注）前第３四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローには、「子会社の売却による収入　48,515百

万円」を含んでおります。

 

 

 

２【その他】

2021年10月29日開催の取締役会において、2021年９月30日の株主名簿に記載又は記録されている株主に対して行

う中間配当につき、次のとおり決議いたしました。

中間配当金総額 11,628,116,120円

１株当たり中間配当金 40円

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2021年11月26日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2022年2月9日

 

株式会社ＬＩＸＩＬ

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 鈴　木　泰　司

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大　橋　武　尚

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 古　川　真　之

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＬＩＸＩ

Ｌの2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2021年10月1日から2021年12月31日

まで）及び第3四半期連結累計期間（2021年4月1日から2021年12月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわ

ち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結純損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持

分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ＬＩ

ＸＩＬ及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連

結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開

示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財

務諸表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

 

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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